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福島県外の汚染状況重点調査地域等における個人被ばく線量測定結果 

Results of the Dosimetry of Individuals Living outside Fukushima Prefecture 
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1. はじめに 

環境省委託事業の平成 27 年度及び平成 28 年度原子力災害影響調査等事業として福島県外の汚染状

況重点調査地域等に居住する住民を対象に個人被ばく線量測定を実施した。リサーチ会社に依頼し測定

対象者を募り、同意が得られた者に対して電子式個人線量計を配布、被ばく線量を測定した。同時にコ

ントロールモニターの測定を実施し比較検討した。 

2. 方法 

リサーチ会社に登録されている個人モニターから各年度約 3,000人を測定対象者として抽出し、軽量

でトレンドデータの取得が可能な Dシャトル（千代田テクノル製）を用いて外部被ばく線量を測定した。

測定期間は 2週間単位とし、平成 27年度は 3回、平成 28年度は 2回実施した。日常生活における測定

では、電子式個人線量計の人工ノイズの原因となる電磁波等の影響が懸念される。異常値が検出された

場合の要因調査のため、Web 入力で日常行動を記録した。平成 28 年度は更に電磁波の影響を受けない

ガラスバッジを併用し、測定した。電磁波等の影響が明らかとなった異常ピークは平滑化して解析した。 

3. 結果および考察 

平成 27年度は原因を明らかにすることができない異常値が検出されたため中央値で評価した。平成

28年度はガラスバッジの結果も参考としたため平均値と中央値はほぼ一致した。5回の測定データはほ

ぼ一致し、日常生活においては 2週間の測定期間で再現性があることが確認できた。また、コントロー

ルモニターとの比較において今回の測定結果は自然放射線の変動の範囲内にあることが分かった。 

4. 結論 

平成 27年度及び平成 28年度における、約 3,000人を対象とした住民の個人被ばく線量測定の結果に

より測定に係る技術的方法について次のことが分かった。 

１）生活パターンと連動してトレンドデータの取得が可能な個人線量計を使用することが有効である。 

２）日常生活における個人の負担等を考慮すると、測定期間は 2週間程度とすることが適当である。 

３）電子式線量計を使用する場合、生活圏からの電磁機器等からの人工ノイズの影響は避けられない。

ガラスバッジを併用することが人工ノイズの影響を判断することに有効である。 

４）コンピュータ操作が可能な対象者には行動記録票をWeb入力で記載してもらうことが有効である。 

なお、この測定は環境省平成 27 年度原子力災害調査事業により実施した。 
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